
与論町告示第63号 

与論町単独農地災害復旧事業補助金交付要綱を次のように定めた。 

令和６年12月13日 

 

与論町長  田畑 克夫 

 

与論町単独農地災害復旧事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，国庫補助の対象とされない農地災害復旧事業において，農家負担の

軽減と農業基盤の安定を図るため，台風等の天災による災害（以下「自然災害」とい

う。）によって被害を受けた農地に対して，農地災害復旧事業補助金（以下「補助金」

という。）を交付することとし，その交付については，与論町補助金等交付規則（平成

５年規則第11号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱の定めるとこ

ろによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において，「農地災害復旧事業」とは，農林水産業施設災害復旧事業費

国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年法律第169号）に規定する事業に準ずる事

業（以下「農地災害復旧事業」という。）をいう。 

（補助金等の交付） 

第３条 町は，予算の範囲内において，補助金を交付するものとする。 

２ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２

号に規定する暴力団若しくは同条６号に規定する暴力団員に該当する者又はこれらと密

接な関係を有している者と認められる者は，補助金を利用することができない。 

（補助対象事業及び補助対象経費） 

第４条 補助金の対象事業は，鹿児島県において災害救助法（昭和22年法律第118号）の

適用を受けた自然災害又は町長が特別な措置を行う必要があると認めた自然災害におけ

る農地災害復旧事業とし，農地の災害復旧（埋没・流出・法面決壊等）に要する経費で，

その事業費が３万円以上のものとする。 

（補助率及び補助金交付上限額） 

第５条 前条に規定する事業に交付する補助金の交付率は，補助対象事業費の100分の90

以内とし，補助金交付上限額は40万円とする。 

（補助金交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，補助金の交付

を受けようとするときは，補助金等交付申請書（規則第４条別記第１号様式）に次に掲

げる書類を添えて，町長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画書（別記第１号様式） 

(２) 収支予算書（別記第２号様式） 

(３) その他町長が必要と認める書類 

（補助金交付の決定） 

第７条 町長は，前条の申請があったときは，その内容を審査し，補助金を交付すること

が適当であると認めたときは，補助金の交付を決定し，補助金等交付決定通知書（規則

別記第２号様式）により申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第８条 申請者は，補助金の交付決定の通知を受けた場合において，交付決定の内容又は

これに付された条件に対して不服があり，補助金の交付の申請を取下げようとするとき



は，当該通知を受けた日から10日以内に町長に書面をもって申し出なければならない。

ただし，規則第20条の規定により，手続を統合し又は省略して補助金の交付を受けたと

きはこの限りでない。 

（計画変更の承認等） 

第９条 申請者は，第７条の規定による通知を受けた後，補助事業等の内容について変更

理由が生じたときは，補助金等変更申請書（規則別記第３号様式）に次に掲げる書類を

添えて町長へ提出しなければならない。 

(１) 事業変更計画書（別記第３号様式） 

(２) 変更収支予算書（別記第４号様式） 

２ 補助事業等の内容等の変更を承認したときは，補助金等変更承認通知書（規則別記第

４号様式）により申請者に通知するものとする。 

（変更決定の通知） 

第10条 補助金額の変更を決定したときは，補助金等変更決定通知書（規則別記第５号様

式）により申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第11条 申請者は，補助事業が完了（取下げの承認を受けた場合を含む。）したときは，

その日から起算して30日を経過した日までに，補助事業等実績報告書（規則別記第10号

様式）に次に掲げる書類を添えて，町長に提出しなければならない。 

(１) 事業実績書（別記第５号様式） 

(２) 収支精算書（別記第６号様式） 

（補助金の額の確定等） 

第12条 補助金の交付確定の通知は，補助金等交付確定通知書（規則別記第12号様式）に

より申請者に通知するものとする。 

２ 町長は，申請者に交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にその額を超え

る補助金が交付されているときは，その超える部分の補助金の返還を命ずる。 

３ 前項の補助金の返還期限は，当該命令のなされた日から20日以内とし，期限内に納付

がない場合は，未納に係る金額に対して，その未納に係る期間に応じて年利10.95パー

セントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

（補助金の支払） 

第13条 補助金は前条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うも

のとする。 

２ 申請者は，前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは，補助金等交付請

求書（規則別記第14号様式）を町長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し又は補助金の返還） 

第14条 規則第18条の規定による補助金の交付の決定の取消し，又は補助金の返還につい

ては，補助金受給者が，補助金の交付の決定及び確定の内容又はこれに付した条件その

他法令等又は町長の命令若しくは指示に違反したとき及び次の各号のいずれかに該当す

るときは，決定通知を取り消し，又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を

命ずるものとする。 

(１) 申請書その他関係書類に虚偽の記載をしたとき。 

(２) 事業の施行方法が不適当と認められるとき。 

(３) 事業施行について不正の行為があったとき。 

(４) 事業の全部又は一部を停止し，又は取下げしたとき。 

２ 前項の規定は，補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。 

（その他） 



第15条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は，令和６年12月13日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第１号様式（第６条関係） 

 



別記第２号様式（第６条関係） 

 



別記第３号様式（第９条関係） 

 



別記第４号様式（第９条関係） 

 



別記第５号様式（第11条関係） 

 



別記第６号様式（第11条関係） 

 


